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  2024 年２月 26 日  

各 位 

会 社 名 ニフティライフスタイル株式会社 

代表者名 代表取締役社長  成田  隆志 

（コード：4262、東証グロース） 

問合せ先 取締役管理本部長  浅野  雄太 

（TEL：03－5937－3567） 

https://niftylifestyle.co.jp/ 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

当社は本日開催の取締役会において、2024 年４月１日を効力発生日として、当社の連結子

会社である株式会社 Tryell（読み：トライエル、以下「Tryell」といいます。）を吸収合併（以

下「本合併」といいます。）することを決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたし

ます。 なお、本合併は完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部

省略して開示しています。 

記  

１. 本合併の目的 

当社の連結子会社である Tryell は、不動産事業者向けにオンラインでの接客や電子契約

業務をサポートする DX ツール「オンライン内見®」の提供や、オンラインでのお部屋探

しが可能な物件情報をまとめて検索・閲覧できるポータルサイト「オンライン内見ポータ

ル」を運営しています。 

このたび、Tryell がこれまで培ってきたノウハウを当社に集約し、当社の主力サービス

であるニフティ不動産との事業連携を今以上に推進することで、不動産事業者向けの新た

なＤＸ支援及び集客支援機能をより強化するとともに、当社グループとしての経営の効率

化及び意思決定の迅速化を目的として、同社を吸収合併することといたしました。 

 

２. 本合併の要旨 

（１） 本合併の日程 

取締役会決議日 2024 年 2 月 26 日 

契約締結日 2024 年 2 月 26 日 

実施予定日（効力発生日） 2024 年４月１日（予定） 

 

（２） 本合併の方式 

当社を存続会社、Tryell を消滅会社とする吸収合併方式です。 

本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併、Tryell

においては会社法第 784 条第 1 項に基づく略式合併に該当するため、いずれも株主
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総会決議による承認を得ることなく行うものです。 

 

（３） 本合併に係る割当ての内容 

当社の完全子会社との合併であるため、本合併による株式その他金銭等の割当ては

ありません。 

 

（４） 本合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．本合併の当事会社の概要（2023 年９月 30 日現在） 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(１) 名 称 ニフティライフスタイル株式会社 株式会社 Tryell 

(２) 所 在 地 
東京都新宿区北新宿二丁目 21 番

１号 

東京都新宿区北新宿二丁目 21 番

１号 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 成田隆志 代表取締役社長 大住憲司 

(４) 事 業 内 容 行動支援サービス事業 
オンライン内見を中心とした不動

産ソリューションサービスの提供 

(５) 資 本 金 1,260 百万円 ５百万円 

(６) 設 立 年 月 日 2018 年 2 月 23 日 2014 年 4 月 17 日 

(７) 発 行 済 株 式 数 6,357,000 株 103 株 

(８) 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(９) 大株主及び持ち株比率 

ニフティ株式会社 65.３％ 

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）2.7％ 

当社 100％ 

(10) 直前事業年度の経営成績及び財政状態 

決算期 2023 年 3 月期（連結） 2023 年 3 月期（単体） 

純資産 4,753 百万円 35 百万円 

総資産 5,300 百万円 45 百万円 

１株当たり純資産(円) 748 円 35 銭 342,372 円 79 銭 

売上高 3,007 百万円 36 百万円 

営業利益又は営業損失 571 百万円 △17 百万円 

経常利益又は経常損失 570 百万円 △18 百万円 

親会社株主に帰属する当

期純利益又は当期純損失 
339 百万円 △18 百万円 

１株当たり連結当期純利又

は当期純損失（円）  
54 円 23 銭 △179,254 円 02 銭 

 

４．本合併後の状況 

   本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期

に変更 はありません。 
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５．業績に与える影響 

   本合併は、完全子会社との合併であるため、当社連結業績への影響は軽微です。 

 

 

以 上 


